
 

栃木県社会貢献活動団体に関する実態調査 

《概要版》 

  

【調査の目的】 

 この調査は、栃木県内で活動する社会貢献活動団体の組織・活動などの実態を把握することにより、

今後の栃木県における社会貢献活動の促進をしていくための基礎資料とすることを目的とするもので

ある。 
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Ⅰ 調査の概要 

【対象団体】 

 本調査は、栃木県県民生活部県民文化課が県内市町に照会して得た社会貢献活動団体データ及び栃木

県（各市町）社会福祉協議会が把握しているボランティア団体、庁内各部局で把握している団体から、

「継続的、自発的に社会貢献活動を行う、営利を目的としない団体で、特定非営利活動法人（いわゆる

ＮＰＯ法人）及び権利能力なき社団（いわゆる任意団体）」を抽出して対象とした。 

（1）栃木県知事が所轄庁である特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人） 

（2）任意団体（県内で活動する法人格を有しない市民活動団体やボランティア団体） 

なお、次の団体については、調査対象外とする。 

 

【標本数】 

 上記条件の 1,991 団体 

 

【有効回収数（有効回収率）】 

 927 団体（46.6％） 

 

【調査期間】 

 平成 27 年５月１日（金）～５月 20 日（水） 

 

【調査方法】 

 郵送配布・郵送回収 

 

【調査実施機関】 

 株式会社タイム・エージェント 

 

※本文中の（SA）、（MA）とは、その質問の回答方法を表し、（SA）は単一回答、（MA）は複数回答のことである。 

区  分 主  な  組  織 

地域性の強い団体 
町内会、自治会、ＰＴＡ、婦人会、子供会、老人クラブ、青年団、少年団

等 

共益性の高い団体 
各種同好会、同窓会、趣味の団体、各種スポーツ団体、ボーイスカウト、

ガールスカウト 等 

行政からの委嘱によっ

て活動している団体 
消防団、水防団、民生委員協議会 等 

特定非営利活動法人以

外の法人格を有する団

体 

公益法人等（社団法人、財団法人、社会福祉法人、学校法人、医療法人、

更生保護法人、職業訓練法人）、商工会議所、商工会、有限会社、株式会

社、協同組合 等 

その他 宗教団体、政治団体 
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Ⅱ 回答団体の概要 

■主な活動エリア            ■団体種別 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※活動エリア 
 県北地域（大田原市、日光市、矢板市、那須塩原市、さくら市、那須烏山市、那須町、那珂川町、塩谷町、高根沢町） 
 県央地域（宇都宮市、鹿沼市、真岡市、上三川町、壬生町、益子町、茂木町、市貝町、芳賀町） 
 県南地域（小山市、栃木市、足利市、佐野市、下野市、野木町） 

 

■活動開始時期             ■法人格取得時期（ＮＰＯ法人のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■最重点活動分野            ■所属人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※活動分野は上位 5 分野のみ掲載し、それ以外の 15 分野は「その他」としてまとめた。 

1999年以前

(4.7%)

2000年～2009年

(57.1%)

2010年以降

(32.9%)

無回答

(5.3%)

n=170

2.3 

2.2 

4.4 

9.9 

17.0 

38.6 

17.8 

7.8 

0 10 20 30 40 50

1959年以前

1960年～1969年

1970年～1979年

1980年～1989年

1990年～1999年

2000年～2009年

2010年以降

無回答

(%)

n=927

1～9名
(21.7%)

10～29名
(44.2%)

30～49名
(11.4%)

50～99名
(9.3%)

100名以上
(11.8%)

無回答
(1.6%)

n=927

保健･医療、福

祉の増進
(25.7%)

子どもの健全育

成
(14.3%)

文化・芸術・ス

ポーツの振興
(10.2%)

まちづくりの推

進
(5.9%)

環境保全活動
(5.7%)

その他
(32.5%)

無回答
(5.6%)

n=927

NPO法人

(18.3%)

任意団体

(81.7%)

n=927

県北地域

(23.1%)

県央地域

(42.7%)

県南地域

(34.2%)

n=927
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■所属メンバーの最多年齢層       ■所属メンバーの性別構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事務局の勤務形態・給与の有無別の人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※勤務形態・給与の有無別の人数は 1名以上いる団体で集計。 

 

 

■2013 年度 1年間の支出規模         ■2013 年度の収入内訳（MA） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

69.9 

34.1 

22.5 

20.4 

16.3 

13.5 

8.4 

5.8 

3.1 

2.6 

16.2 

8.1 

3.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

会費・入会金

自主事業

補助金（行政から）

寄付金（個人から）

助成金（企業・財団・共同募金等から）

業務委託費（行政から）

寄付金（法人から）

業務委託費（社会福祉協議会から）

業務委託費（企業から）

借入金

上記以外

収入がなかった

無回答

(%)

n=927

37.5 

24.7 

9.5 

9.0 

2.8 

6.8 

1.2 

0.5 

1.3 

6.7 

0 10 20 30 40

10万円未満

10万円～50万円未満

50万円～100万円未満

100万円～500万円未満

500万円～1,000万円未満

1,000万円～5,000万円未満

5,000万円～１億円未満

1億円以上

事業年度が1年間未満である

無回答

(%)

n=927

男性が多い

(21.1%)

女性が多い

(60.5%)

男女とも同じくら

い

(16.0%)

無回答

(2.4%)

n=927

10歳代未満
(0.5%)

10歳代
(2.9%)

20～30歳代
(7.1%)

40～50歳代
(29.8%)

60歳代以上
(57.3%)

無回答
(2.4%)

n=927

10.7 

12.0 

7.2 

23.7 

3.7 

1.1 

2.7 

6.4 

14.4 

13.1 

9.9 

30.1 

0 5 10 15 20 25 30 35

【常勤】

有給

無給

【非常勤】

有給

無給

1～4名

5名以上

合計（太字）

（％）n=927
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Ⅲ 調査結果 

１ 団体の運営方針等について 

（１）社会貢献活動を行う上での重要点（MA） 

社会貢献活動を行う上で、重要な点を尋ねたところ、全体では「団体の目的達成に向けて、活動内容

を充実させること」が 71.6％で最も高く、次いで、「会員同士で十分なコミュニケーションをとること」

50.8％、「社会的ニーズに対応した活動を行うこと」47.2%、「メンバーの意見を運営に反映させること」

41.2％、「新規メンバーの受入れを積極的に行うこと」37.2％となっている。 

団体種別でみると、差がみられる項目が多く、ＮＰＯ法人が任意団体を大きく上回っている項目は、

「財政的に安定させること」（43.5％、32.4 ポイント差）、「役員や事務局スタッフのマネジメント能力

を向上させること」（31.8％、23.5 ポイント差）、「社会的ニーズに対応した活動を行うこと」（62.4％、

18.5 ポイント差）、「人材育成に積極的に取り組むこと」（38.8％、13.7 ポイント差）、「団体の目的達成

に向けて、活動内容を充実させること」（82.4％、13.2 ポイント差）となっている。一方、任意団体が

ＮＰＯ法人を大きく上回っている項目は、「会員同士で十分なコミュニケーションをとること」（56.3％、

29.8 ポイント差）、「メンバーの意見を運営に反映させること」（45.2％、21.7 ポイント差）、「新規メン

バーの受入れを積極的に行うこと」（40.7％、18.9 ポイント差）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

71.6 

50.8 

47.2 

41.2 

37.2 

29.4 

28.3 

27.6 

23.7 

18.2 

17.0 

12.6 

0.9 

0.0 

2.9 

0.3 

82.4 

26.5 

62.4 

23.5 

21.8 

28.2 

31.2 

38.8 

21.8 

25.9 

43.5 

31.8 

0.0 

0.0 

1.8 

0.0 

69.2 

56.3 

43.9 

45.2 

40.7 

29.7 

27.6 

25.1 

24.2 

16.5 

11.1 

8.3 

1.1 

0.0 

3.2 

0.4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

団体の目的達成に向けて、活動内容

を充実させること

会員同士で十分なコミュニケーショ

ンをとること

社会的ニーズに対応した活動を行う

こと

メンバーの意見を運営に反映させる

こと

新規メンバーの受入れを積極的に行

うこと

活動を評価し、常に活動の見直しを

図ること

情報発信を活発に行うこと

人材育成に積極的に取り組むこと

他団体と積極的に関係を持つこと

運営に透明性を持たせること

財政的に安定させること

役員や事務局スタッフのマネジメン

ト能力を向上させること

特に重要であると考えていることは

ない

わからない

その他

無回答

(%)

全体 （n=927）
NPO法人 （n=170）
任意団体（n=757）
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（２）活動上の困難（MA） 

社会貢献活動を行う上での困りごとを尋ねたところ、全体では「会員・ボランティアが集まらない」

が 33.1％で最も高く、次いで、「活動資金が不足している」30.9％、「後継者がいない」27.6%、「専任の

スタッフがいない（足りない）」17.3％、「社会的な認知度が低い」16.7％となっている。 

団体種別でみると、ＮＰＯ法人が任意団体を大きく上回っている項目は、「活動資金が不足している」

（44.7％、17.0 ポイント差）、「専任のスタッフがいない（足りない）」（32.4％、18.5 ポイント差）、「事

務量が多い」（21.2％、16.7 ポイント差）、「寄附金が集まらない」（14.1％、12.0 ポイント差）となっ

ている。一方、任意団体がＮＰＯ法人を大きく上回っている項目は、「会員・ボランティアが集まらな

い」（35.7％、13.9 ポイント差）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.1 

30.9 

27.6 

17.3 

16.7 

15.4 

8.8 

7.6 

7.3 

6.7 

5.8 

4.3 

4.1 

3.3 

2.7 

14.2 

6.5 

1.0 

21.8 

44.7 

22.9 

32.4 

20.0 

10.6 

11.2 

21.2 

2.4 

5.9 

2.9 

14.1 

6.5 

2.4 

8.2 

7.1 

4.7

1.2

35.7 

27.7 

28.7 

13.9 

16.0 

16.5 

8.3 

4.5 

8.5 

6.9 

6.5 

2.1 

3.6 

3.6 

1.5 

15.9 

6.9

0.9

0 10 20 30 40 50

会員・ボランティアが集まらない

活動資金が不足している

後継者がいない

専任のスタッフがいない

（足りない）

社会的な認知度が低い

活動がマンネリ化している

インターネットやソーシャルメ

ディアを使いこなせない

事務量が多い

活動にあたり、利用できる施設が

少ない

ＰＲする場所や機会がない

必要な機材がない

（不足している)

寄附金が集まらない

事務所の確保が難しい

必要な情報が不足している

経理担当者がいない

特に困ったことはない

その他

無回答

(%)

全体 （n=927）
NPO法人 （n=170）
任意団体（n=757）
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（３）活動資金の調達方針意向（MA） 

どのような方針で活動資金の調達を行いたいかを尋ねたところ、全体では「会員数を増やして、会費

収入を増やしたい」が 37.6％で最も高く、次いで、「活動資金はあまり必要ないので、特に考えている

ことはない」24.2％、「自主事業収入を増やしたい」23.5%、「行政からの補助金収入を増やしたい」23.0％

となっている。 

団体種別でみると、ＮＰＯ法人が任意団体を大きく上回っている項目は、「自主事業収入を増やした

い」（57.6％、41.7 ポイント差）、「行政や社会福祉協議会、企業等からの委託料収入を増やしたい」（34.7％、

18.5 ポイント差）、「企業や財団等からの助成金収入を増やしたい」（31.2％、15.9 ポイント差）、「寄附

者を増やしたり、街頭募金・募金箱設置等により、寄附収入を増やしたい」（18.2％、11.2 ポイント差）

となっている。一方、任意団体がＮＰＯ法人を大きく上回っている項目は、「活動資金はあまり必要で

はないので、特に考えていることはない」（28.7％、24.6 ポイント差）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.6 

24.2 

23.5 

23.0 

19.6 

18.2 

9.1 

1.7 

5.6 

2.0 

41.8 

4.1 

57.6 

25.3 

34.7 

31.2 

18.2 

1.8 

1.2 

1.2 

36.7 

28.7 

15.9 

22.5 

16.2 

15.3 

7.0 

1.7 

6.6 

2.2 

0 10 20 30 40 50 60 70

会員数を増やして、

会費収入を増やしたい

活動資金はあまり必要ではないので、

特に考えていることはない

自主事業収入を増やしたい

行政からの補助金収入を増やしたい

行政や社会福祉協議会、企業等からの委

託料収入を増やしたい

企業や財団等からの助成金収入を増やし

たい

寄附者を増やしたり、街頭募金・募金箱

設置等により、寄附収入を増やしたい

わからない

その他

無回答

(%)

全体 （n=927）
NPO法人 （n=170）
任意団体（n=757）
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（４）活動認知のための情報発信手段（MA） 

団体の活動を認知してもらうためにどのような手段で情報発信を行っているかを尋ねたところ、全体

では「自団体でイベントを開催したり、他団体が行うイベントに参加したりしている」が 49.4％で最も

高く、次いで、「会報や一般県民向けのチラシ・パンフレット等を、不特定多数の県民が利用する場所

に置いている」23.2％、「会報を、寄附者や団体と関係のある者のみに送付している」18.9％、「自団体

でＷｅｂサイトを開設している」18.3%となっている。また、「特に情報発信を行っていない」は 21.9％

みられる。 

団体種別でみると、ＮＰＯ法人が任意団体を大きく上回っている項目は、「自団体でＷｅｂサイトを

開設している」（45.9％、33.7 ポイント差）、「自団体でＷｅｂサイトを開設しているほか、ソーシャル

メディアを使っている」（27.1％、15.9 ポイント差）、「会報を、寄附者や団体と関係のある者のみに送

付している」（31.8％、15.8 ポイント差）となっている。一方、任意団体がＮＰＯ法人を大きく上回っ

ている項目は、「特に情報発信を行っていない」（24.0％、11.6 ポイント差）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.4 

23.2 

18.9 

18.3 

14.1 

12.9 

1.5 

1.2 

21.9 

12.0 

2.3 

52.9 

28.2 

31.8 

45.9 

27.1 

12.9 

3.5 

2.9 

12.4 

4.1 

2.4 

48.6 

22.1 

16.0 

12.2 

11.2 

12.9 

1.1 

0.8 

24.0 

13.7 

2.2 

0 10 20 30 40 50 60

自団体でイベントを開催したり、他団体が行うイベ

ントに参加したりしている

会報や一般県民向けのチラシ・パンフレット等を、

不特定多数の県民が利用する場所に置いている

会報を、寄附者や団体と関係のある者のみに送付し

ている

自団体でＷｅｂサイトを開設している

自団体でＷｅｂサイトを開設しているほか、ソー

シャルメディアを使っている

自団体以外の団体が管理運営するＷｅｂサイトを

使っている

メールマガジンを、寄附者や団体と一定の関係にあ

る者にのみ配信している

メールマガジンを、希望する不特定多数の者に配信

している

特に情報発信を行っていない

その他

無回答

(%)

全体 （n=927）
NPO法人 （n=170）
任意団体（n=757）
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（５）コミュニティビジネスに関する考え方（SA） 

コミュニティビジネスについての考えを尋ねたところ、全体では「コミュニティビジネスには関心が

ない」が 34.5％で最も高く、次いで、「コミュニティビジネスの内容をよく知らないので、わからない」

20.7％、「コミュニティビジネスに関心があるが、具体的なやり方がわからない」17.9%となっている。

また、「現在、コミュニティビジネスを行っている」は 6.3％、「今後、コミュニティビジネスを実施す

る予定である」は 4.7％となっており、現状のコミュニティビジネスへの取組は 11.0％と１割程度とな

っている。 

団体種別でみると、コミュニティビジネスへの関心は、ＮＰＯ法人が任意団体より高く、ＮＰＯ法人

が任意団体を上回っている項目は、「現在、コミュニティビジネスを行っている」（19.4％、16.1 ポイン

ト差）、「今後、コミュニティビジネスを実施する予定である」（12.4％、9.4 ポイント差）、「コミュニテ

ィビジネスに関心があるが、具体的なやり方がわからない」（27.1％、11.2 ポイント差）となっており、

ＮＰＯ法人のうち約６割が、コミュニティビジネスに関わりを持っている。反対に、任意団体がＮＰＯ

法人を上回っている項目は、「コミュニティビジネスには関心がない」（38.0％、19.2 ポイント差）、「コ

ミュニティビジネスの内容をよく知らないので、わからない」（21.8％、5.9 ポイント差）となっている。 

 
※コミュニティビジネス 
  コミュニティビジネスとは、地域が抱える課題を、地域資源を活かしながらビジネス的な手法で解決する事業をいう。
地域の人材やノウハウ、施設、資金を活用することにより、地域における新たな創業や雇用の創出、働きがい、生きが
いを生み出し、地域コミュニティの活性化に寄与するものと期待されている。  
（具体例）・買い物に行けない方のための巡回移動販売事業や送迎事業、配食事業等 

・空き家を再生した店舗での飲食業や小売店舗の展開 
・地域の特産品を活用した観光交流活性化事業 など 
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19.4 

3.3 

4.7 

12.4 

3.0 

17.9 

27.1 

15.9 

20.7 

15.9 

21.8 

34.5 

18.8 

38.0 

8.0 

3.5 

9.0 

7.9 

2.9 

9.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 (n=927）

NPO法人 (n=170）

任意団体 (n=757）

現在、コミュニティビジネスを行っている

今後、コミュニティビジネスを実施する予定である

コミュニティビジネスに関心があるが、具体的なやり方がわからない

コミュニティビジネスの内容をよく知らないので、わからない

コミュニティビジネスには関心がない

その他

無回答
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２ 協働について 

※協働とは 
  県民、社会貢献活動団体、企業、地域団体や行政などの地域社会の構成員が、地域の課題解決のために、対等の立場
で、互いの違いを認め補完し合いながら、連携・協力をしていくことをいう。  

 

（１）他団体等との協働経験の有無（MA） 

他のボランティア・ＮＰＯ、地域、企業、行政と協働した経験を尋ねたところ、全体では「地域と協

働したことがある（している）」が 49.5％で最も高く、次いで、「他のボランティア・ＮＰＯと協働した

ことがある（している）」42.3％、「市町と協働したことがある（している）」41.1%、「県と協働したこ

とがある」13.7％、「企業や大学と協働したことがある」12.4％となっている。また、「協働をしたこと

はない」は 21.9％みられる。 

団体種別でみると、ＮＰＯ法人が任意団体を大きく上回っている項目は、「他のボランティア・ＮＰ

Ｏと協働したことがある（している）」（51.8％、11.6 ポイント差）、「企業や大学と協働したことがある

（している）」（21.2％、10.8 ポイント差）となっている。「協働をしたことはない」はＮＰＯ法人では

22.4％、任意団体では 21.8％と全体同様それぞれ２割程度みられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.5 

42.3 

41.1 

13.7 

12.4 

21.9 

2.8 

1.8 

47.1 

51.8 

41.2 

20.6 

21.2 

22.4 

1.2 

1.2 

50.1 

40.2 

41.1 

12.2 

10.4 

21.8 

3.2 

2.0 

0 10 20 30 40 50 60

地域（自治会、各種団体、公民館、学校等）

と協働したことがある（している）

他のボランティア・NPOと協働したことが

ある（している）

市町と協働したことがある（している）

県と協働したことがある（している）

企業や大学と協働したことがある

（している）

協働をしたことはない

その他

無回答

(%)

全体 （n=927）
NPO法人 （n=170）
任意団体（n=757）
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（２）協働のメリット（MA） 

他団体等との協働経験があるとした 695 の団体に協働のメリットを尋ねたところ、全体では「社会貢

献活動の質が向上した」が 50.1％で最も高く、次いで、「自団体のメンバーの意識改革が図られたり、

コミュニケーション能力が向上した」46.0％、「協働した他団体が有するノウハウを吸収したり、人脈

を拡大することができた」45.0%、「自団体が単独で実施するよりも効率的に実施できた」41.4％となっ

ている。「特にメリットはなかった」は 4.5％に留まっている。 

団体種別でみると、ＮＰＯ法人が任意団体を大きく上回っている項目は、「協働した他団体が有する

ノウハウを吸収したり、人脈を拡大することができた」（58.1％、16.1 ポイント差）のみとなっており、

そのほかの項目で大きな差はみられない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50.1 

46.0 

45.0 

41.4 

21.3 

4.5 

2.3 

0.9 

52.7 

45.7 

58.1 

46.5 

23.3 

2.3 

0.8 

0.8 

49.5 

46.1 

42.0 

40.3 

20.8 

4.9 

2.7 

0.9 

0 10 20 30 40 50 60 70

社会貢献活動の質が向上した

自団体のメンバーの意識改革が図られたり、

コミュニケーション能力が向上した

協働した他団体が有するノウハウを吸収した

り、人脈を拡大することができた

自団体が単独で実施するよりも効率的に実施

できた

自団体が単独で実施するよりも経費が削減で

きた

特にメリットはなかった

その他

無回答

(%)

全体 （n=695）
NPO法人 （n=129）
任意団体（n=566）
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（３）協働のデメリット（MA） 

 他団体等との協働経験があるとした 695 の団体に協働のデメリットを尋ねたところ、「特にデメリッ

トはなかった」が 71.8％と７割を占めている。具体的に感じたデメリットをみると、すべての項目で１

割未満となっており、「さまざまな理由により期待していた効果が現れなかった」6.6％、「協働の相手

方と意見がまとまらず、事業運営が困難であった」3.9%、「自団体のみで実施するよりも非効率的であ

った」3.3％などとなっている。 

 なお、団体種別による回答の傾向に差はみられなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

71.8 

6.6 

3.9 

3.3 

2.6 

2.4 

2.2 

3.6 

9.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

特にデメリットはなかった

さまざまな理由により期待していた効果が現

れなかった

協働の相手方と意見がまとまらず、事業運営

が困難であった

自団体のみで実施するよりも非効率的であっ

た

自団体や協働の相手方のノウハウが十分に発

揮されなかった

自団体のみで実施するよりも経費がかかった

協働の相手方の信頼性に問題があった

その他

無回答

(%)

n=695
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（４）他団体との望む関係（MA） 

他の社会貢献活動団体との望む関係を尋ねたところ、全体では「イベント等を通して、その都度交流

したい」が 44.1％で最も高く、次いで、「活動の種類は問わず、その時点で事業協力が必要な団体と連

携したい」32.4％、「自団体と同様の活動を行う団体とネットワーク化して連携したい」28.7%、「自団

体とは違う種類の活動を行っているが、自団体と関連する（関連しそうな）団体とネットワーク化して

連携したい」20.2％となっている。 

団体種別でみると、ＮＰＯ法人が任意団体を大きく上回っている項目は、「自団体とは違う種類の活

動を行っているが、自団体と関連する（関連しそうな）団体とネットワーク化して連携したい」（31.8％、

14.2 ポイント差）、「自団体と同様の活動を行う団体とネットワーク化して連携したい」（39.4％、13.1

ポイント差）、「活動の種類は問わず、その時点で事業協力が必要な団体と連携したい」（42.9％、12.9

ポイント差）となっている。また、「関係を持つ必要性を感じていない」は任意団体（16.5％）の方が

ＮＰＯ法人（8.2％）より 8.3 ポイント上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44.1 

32.4 

28.7 

20.2 

15.0 

6.6 

2.3 

3.7 

38.2 

42.9 

39.4 

31.8 

8.2 

4.7 

2.9 

1.8 

45.4 

30.0 

26.3 

17.6 

16.5 

7.0 

2.1 

4.1 

0 10 20 30 40 50

イベント等を通して、その都度交流したい

活動の種類は問わず、その時点で事業協力

が必要な団体と連携したい

自団体と同様の活動を行う団体とネット

ワーク化して連携したい

自団体とは違う種類の活動を行っている

が、自団体と関連する（関連しそうな）団

体とネットワーク化して連携したい

関係を持つ必要性を感じていない

他の社会貢献活動団体と連携したいが、ど

のような連携を進めるか決まっていない

その他

無回答

(%)

全体 （n=927）
NPO法人 （n=170）
任意団体（n=757）
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（５）地域との望む関係（MA） 

地域（自治会、各種団体、公民館、学校等）との望む関係を尋ねたところ、全体では「小･中学校等

の教育活動を支援したい」が 41.6％で最も高く、次いで、「公民館を利用したい」27.3％、「自治会と情

報交換や事業協力をしたい」27.1%、「各種団体と情報交換や事業協力をしたい」25.6％、「公民館と情

報交換や事業協力をしたい」25.2％となっている。 

団体種別でみると、ＮＰＯ法人が任意団体を大きく上回っている項目は、「各種団体と情報交換や事

業協力をしたい」（35.9％、12.7 ポイント差）、「自治会と情報交換や事業協力をしたい」（37.1％、12.3

ポイント差）となっている。また、「関係を持つ必要性を感じていない」は任意団体（12.2％）の方が

ＮＰＯ法人（5.3％）より 6.9 ポイント上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41.6 

27.3 

27.1 

25.6 

25.2 

22.1 

10.9 

8.4 

5.0 

3.2 

38.8 

19.4 

37.1 

35.9 

19.4 

26.5 

5.3 

11.2 

2.9 

1.8 

42.3 

29.1 

24.8 

23.2 

26.6 

21.1 

12.2 

7.8 

5.4 

3.6 

0 10 20 30 40 50

小･中学校等の教育活動を支援したい

公民館（コミュニティセンター等）を利用したい

自治会と情報交換や事業協力をしたい

各種団体（例：交通安全啓発団体、文化・スポーツ

団体、育成会等）と情報交換や事業協力をしたい

公民館（コミュニティセンター等）と情報交換や事

業協力をしたい

団体の活動に、地域にも参加してほしい

関係を持つ必要性を感じていない

地域と連携したいが、どのような団体と連携を進め

るか決まっていない

その他

無回答

(%)

全体 （n=927）
NPO法人 （n=170）
任意団体（n=757）
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（６）企業との望む関係（MA） 

企業（会社・事業所・店舗・自営業等を含む）との望む関係を尋ねたところ、全体では「寄附金や助

成金を受けたい」が 27.7％で最も高く、次いで、「会員になってほしい」と「意見交換や情報交換をし

たい」がともに 22.4%、「物品･製品等の提供をしてほしい」13.7％となっている。また、「関係を持つ必

要性を感じていない」は 29.6％と３割程度みられる。 

団体種別でみると、ＮＰＯ法人が任意団体を大きく上回っている項目は、「寄附金や助成金を受けた

い」（51.8％、29.5 ポイント差）、「会員になってほしい」（44.1％、26.5 ポイント差）、「意見交換や情

報交換をしたい」（33.5％、13.6 ポイント差）、「物品･製品等の提供をしてほしい」（24.1％、12.7 ポイ

ント差）、「人的支援を受けたい」（26.5％、16.3 ポイント差）、「技術やノウハウの提供をしてほしい」

（17.1％、11.3 ポイント差）、「業務を受託したい」（21.2％、17.8 ポイント差）となっている。また、

「関係を持つ必要性を感じていない」は任意団体（34.6％）の方がＮＰＯ法人（7.1％）より 27.5 ポイ

ント上回っている。 
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44.1 

33.5 

24.1 
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15.3 

15.9 

17.1 

15.3 

21.2 

4.7 

12.4 

11.2 

4.1 

7.1 

1.2 

1.8

22.3 

17.6 

19.9 

11.4 

10.2 

12.4 

8.6 

5.8 

5.5 

3.4 

6.3 

3.7 

3.2 

1.1 

34.6 

3.4 

5.0 
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寄附金や助成金を受けたい

会員になってほしい

意見交換や情報交換をしたい

物品･製品等の提供をしてほしい

人的支援（ボランティア・職員派遣）を

受けたい

会議室・厚生施設等を開放してほしい

講師や専門家を派遣したい

技術やノウハウの提供をしてほしい

一緒に商品開発や事業企画等を行いたい

業務を受託したい

企業と連携したいが、どのような連携を

進めるか決まっていない

技術やノウハウを提供したい

団体の管理運営について、経営的視点に

基づく助言をしてほしい

物品・製品等を提供したい

関係を持つ必要性を感じていない

その他

無回答

(%)

全体 （n=927）
NPO法人 （n=170）
任意団体（n=757）
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（７）市町との望む関係（MA） 

市町との望む関係を尋ねたところ、全体では「市町の事業に協力・参画したい」が 51.2％で最も高く、

次いで、「補助金を受けたり、使用料の減免などの優遇措置を受けたい」43.6％、「意見交換や情報交換

をしたい」37.1%、「事業を受託したい」16.8％、「物的支援を受けたい」16.0％となっている。 

団体種別でみると、ＮＰＯ法人が任意団体を大きく上回っている項目は、「事業を受託したい」（38.8％、

26.9 ポイント差）、「補助金を受けたり、使用料の減免などの優遇措置を受けたい」（58.2％、17.9 ポイ

ント差）、「意見交換や情報交換をしたい」（45.9％、10.8 ポイント差）、「市町の事業に協力・参画した

い」（59.4％、10.0 ポイント差）となっている。また、「関係を持つ必要性を感じていない」は任意団体

（9.1％）の方がＮＰＯ法人（1.8％）より 7.3 ポイント上回っている。 
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市町の事業に協力・参画したい

補助金を受けたり、使用料の減免

などの優遇措置を受けたい

意見交換や情報交換をしたい

事業を受託したい

物的支援を受けたい

審議会の委員に就任したり、政策

立案過程に参画したい

人的支援を受けたい

関係を持つ必要性を感じていない

市町と連携したいが、どのような

連携を進めるか決まっていない

その他

無回答

(%)

全体 （n=927）
NPO法人 （n=170）
任意団体（n=757）
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（８）県との望む関係（MA） 

県との望む関係を尋ねたところ、全体では「県の事業に協力・参画したい」が 34.1％で最も高く、次

いで、「補助金を受けたり、使用料の減免などの優遇措置を受けたい」33.3％、「意見交換や情報交換を

したい」31.1%、「事業を受託したい」14.0％となっている。また、「関係を持つ必要を感じていない」

は 23.1％と２割程度みられる。 

団体種別でみると、ＮＰＯ法人が任意団体を大きく上回っている項目は、「補助金を受けたり、使用

料の減免などの優遇措置を受けたい」（52.4％、23.3 ポイント差）、「事業を受託したい」（29.4％、18.8

ポイント差）、「県の事業に協力・参画したい」（44.7％、13.0 ポイント差）、「物的支援を受けたい」（21.8％、

12.8 ポイント差）、「意見交換や情報交換をしたい」（41.2％、12.4 ポイント差）となっている。また、

「関係を持つ必要性を感じていない」は任意団体（26.8％）の方がＮＰＯ法人（6.5％）より 20.3 ポイ

ント上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34.1 

33.3 

31.1 

14.0 

11.5 

11.3 

9.1 

9.1 

23.1 

3.7 

4.7 

44.7 

52.4 

41.2 

29.4 

14.1 

21.8 

10.6 

8.2 

6.5 

0.6 

2.9 

31.7 

29.1 

28.8 

10.6 

11.0 

9.0 

8.7 

9.2 

26.8 

4.4 

5.2 

0 10 20 30 40 50 60

県の事業に協力・参画したい

補助金を受けたり、使用料の減免

などの優遇措置を受けたい

意見交換や情報交換をしたい

事業を受託したい

審議会の委員に就任したり、政策

立案過程に参画したい

物的支援を受けたい

人的支援を受けたい

県と連携したいが、どのような連

携を進めるか決まっていない

関係を持つ必要性を感じていない

その他

無回答

(%)

全体 （n=927）
NPO法人 （n=170）
任意団体（n=757）
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３ 社会貢献活動を支援するセンターについて 

（１）社会貢献活動を支援するセンターの利用の有無（SA） 

ボランティア・ＮＰＯ活動などの社会貢献活動を支援するセンターの利用を尋ねたところ、「利用し

ている（したことがある）」が 56.3％で半数を超えている。「センターがあることは知っているが利用し

たことがない」は 22.0％、「どのようなセンターがあるかを知らない」は 18.7%となっている。団体種

別での利用に差はみられず、「利用している（したことがある）」は、ＮＰＯ法人は 57.6％、任意団体は

56.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）支援センターの目的別利用状況（SA） 

支援センターを「利用している（したことがある）」とした 522 の団体に、支援センターの目的別の

利用状況を尋ねた。「⑦会議室や機器の利用」が 67.0％で最も高く、次いで、「⑤交流会やイベント等へ

の参加」53.8％、「団体の PR」49. 8%、「④各種講座や研修の受講」47.1％、「②情報収集（センターを

訪問）」46.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56.3 

57.6 

56.0 

22.0 

26.5 

21.0 

18.7 

14.7 

19.6 

3.0 

1.2 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 (n=927）

NPO法人 (n=170）

任意団体 (n=757）

利用している（したことがある）

センターがあることは知っているが、利用したことがない

どのようなセンターがあるかを知らない

無回答

31.8 

46.9 

27.2 

47.1 

53.8 

49.8 

67.0 

29.3 

32.4 

17.2 

31.4 

20.1 

17.0 

15.9 

11.7 

34.7 

35.8 

35.8 

41.4 

32.8 

29.1 

34.3 

21.3 

36.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①団体の結成（設立）や運営等の相談

②情報収集（センターを訪問）

③情報収集（Webサイトやメールマガ

ジン閲覧）

④各種講座や研修の受講

⑤交流会やイベント等への参加

⑥団体のPR（チラシ配架、Webサイト

への情報掲載依頼等）

⑦会議室や機器の利用

⑧事務所機能（ロッカー、メールボック

ス、事務スペース）借受

利用有 利用無 無回答

n=522



 18

（３）支援センターの目的別利用の満足度（SA） 

 支援センターを「利用している（したことがある）」とした 522 の団体に、利用したことがあるサー

ビスの満足度を尋ねた。「満足」と「どちらかというと満足」を合わせた『満足』は、「⑦会議室や機

器の利用」88.9％と「⑧事務所機能借受」88.2％がともに９割近くを占め高く、次いで、「①団体の結

成（設立）や運営等の相談」85.6％、「④各種講座や研修の受講」79.7％、「⑤交流会やイベント等への

参加」73.0%、「⑥団体のＰＲ」72.3％、「②情報収集（センターを訪問）」71.5％、「③情報収集（Ｗｅ

ｂサイトやメールマガジン閲覧）」64.8％と続いている。また、「どちらかというと不満」と「不満」を

合わせた『不満足』はすべての項目で１割未満にとどまっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）支援センターを利用しない理由（SA） 

支援センターを「センターがあることは知っているが、利用したことがない」とした 204 の団体に、

支援センターを利用したことがない理由を尋ねたところ、全体では「特に理由はない」が 46.6％で最も

高く、次いで、「自団体では利用する必要がない」37.3％、「場所が遠い」10.8%となっている。 

団体種別でみると、ＮＰＯ法人が任意団体を大きく上回っているのは、「場所が遠い」（24.4％、17.5

ポイント差）、反対に、任意団体がＮＰＯ法人を大きく上回っているのは、「自団体では利用する必要が

ない」（40.9％、16.5 ポイント差）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.8 

24.4 

6.9 

37.3 

24.4 

40.9 

46.6 

42.2 

47.8 

2.9 

4.4 

2.5 

2.5 

4.4 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 (n=204）

NPO法人 (n=45）

任意団体 (n=159）

場所が遠い 自団体では利用する必要がない

特に理由はない その他

無回答

46.4 

33.5 

26.1 

35.0 

31.7 

35.0 

54.9 

53.6 

39.2 

38.0 

38.7 

44.7 

41.3 

37.3 

34.0 

34.6 

12.0 

25.3 

28.9 

14.6 

19.6 

21.2 

4.9 

6.5 

0.6 

2.4 

2.8 

3.3 

5.3 

3.8 

4.3 

3.3 

1.2 

0.4 

1.4 

0.4 

0.4 

1.5 

0.6 

0.0 

0.6 

0.4 

2.1 

2.0 

1.8 

1.2 

1.4 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①団体の結成（設立）や運営等の相談

（n=166）

②情報収集（センターを訪問）（n=245）

③情報収集（Webサイトやメールマガ

ジン閲覧）（n=142）

④各種講座や研修の受講（n=246）

⑤交流会やイベント等への参加

（n=281）

⑥団体のPR（チラシ配架、Webサイト

への情報掲載依頼等）（n=260）

⑦会議室や機器の利用（n=350）

⑧事務所機能（ロッカー、メールボック

ス、事務スペース）借受（n=153）

満足 どちらかというと満足 どちらともいえない どちらかというと不満足 不満 無回答
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（５）充実を望む支援センターの機能（MA） 

社会貢献活動を支援するセンターの機能のうち、どのような機能が充実しているとよいかを尋ねたと

ころ、全体では「ボランティアをしたい方、受けたい方に関する情報の収集・提供」が 38.7％で最も高

く、次いで、「社会貢献活動団体の活動等に関する情報収集・提供」33.4％、「各種講座や研修の開催」

29.1%、「助成金情報の収集・提供」27.2％、「会議室や機器の貸出」27.0％となっている。 

団体種別でみると、ＮＰＯ法人が任意団体を大きく上回っている項目は、「団体の運営に関する相談」

（37.6％、23.3 ポイント差）、「助成金情報の収集・提供」（42.9％、19.3 ポイント差）、「協働の相手方

の紹介」（26.5％、13.0 ポイント差）となっている。一方、任意団体がＮＰＯ法人を大きく上回ってい

る項目は、「会議室や機器の貸出」（28.8％、10.0 ポイント差）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

38.7 

33.4 

29.1 

27.2 

27.0 

19.7 

18.6 

16.6 

15.9 

14.9 

13.2 

8.3 

5.5 

9.6 

2.3 

7.7 

35.9 

40.6 

32.9 

42.9 

18.8 

21.2 

37.6 

12.9 

26.5 

15.3 

8.8 

11.2 

7.1 

5.9 

1.2 

4.1 

39.4 

31.8 

28.3 

23.6 

28.8 

19.4 

14.3 

17.4 

13.5 

14.8 

14.1 

7.7 

5.2 

10.4 

2.5 

8.5 

0 10 20 30 40 50

ボランティアをしたい方、

受けたい方に関する情報の収集・提供

社会貢献活動団体の活動等に関する

情報収集・提供

各種講座や研修の開催

助成金情報の収集・提供

会議室や機器の貸出

社会貢献活動団体間や地域団体・

企業・行政等との交流会の開催

団体の運営に関する相談

一般向けイベントの開催による団体のＰＲの機会提供

協働の相手方（他の社会貢献活動団体や企業、

地域団体等）の紹介

チラシ等の配架、Ｗｅｂサイトへの情報掲載等による

団体のＰＲの機会提供

事務所機能（ロッカー、メールボックス、

事務スペース）の提供

センターのＷｅｂサイトや

メールマガジンによる情報の提供

社会貢献活動に関する調査・研究

わからない

その他

無回答

(%)

全体 （n=927）
NPO法人 （n=170）
任意団体（n=757）
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４ 認定の取得について 

（１）ＮＰＯ法に基づく認定の取得意向（SA） 

ＮＰＯ法人である 170 の団体にＮＰＯ法に基づく認定（※）の取得意向を尋ねたところ、「自団体の

活動上、認定を受ける必要がないため、認定を受ける予定はない」が 30.0％で最も高く、次いで、「手

続きに手間がかかりそうなので、認定を受ける予定はない」と「認定について聞いたことはあるが、内

容をあまり知らないため､判断できない」がともに 12.4%となっている。 
 

※ＮＰＯ法に基づく認定制度 
  ＮＰＯ法人のうち、その運営組織及び事業活動が適正であって、公益の増進に資するものとして所轄庁の認定を受け
た場合、当該ＮＰＯ法人及びそのＮＰＯ法人に寄附をした方は一定の税制上の優遇措置を受けることができる。認定を
受けるためには、広く市民からの支持を得ているか、運営組織及び経理が適切に行われているか、事業活動が適切に行
われているか等の審査を受けることとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ ＮＰＯ法人格の取得について 

（１）ＮＰＯ法人格の取得意向（SA） 

任意団体である 757 団体にＮＰＯ法人格の取得意向を尋ねたところ、「取得の意向はない」が 68.2％、

「わからない」が 12.5％、「取得したい」が 4.5%となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.0 

12.4 

12.4 

7.1 

5.3 

4.1 

3.5 

7.1 

18.2 

0 10 20 30 40

自団体の活動上、認定を受ける必要がないため、

認定を受ける予定はない

手続きに手間がかかりそうなので、

認定を受ける予定はない

認定について聞いたことはあるが、

内容をあまり知らないため､判断できない

認定を受けるため、準備を進めているところである

既に認定（仮認定）を受けている

認定を受けたいが、

どのような手続きが必要かわからない

認定について初めて聞いたので、判断できない

その他

無回答

(%)

n=170

取得したい

(4.5%)

取得の意向はな

い

(68.2%)

わからない

(12.5%)

無回答

(14.8%)

n=757
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（２）ＮＰＯ法人格の取得意向理由（MA） 

任意団体のうち、ＮＰＯ法人格を取得する意向があるとした34の団体にその理由を尋ねたところ、「組

織や活動について信用を得やすくなると思うから」が 61.8％（21 団体）で最も高く、次いで、「活動の

充実や強化を図ることができると思うから」55.9％（19 団体）、「補助金や助成金が受けやすくなると思

うから」47.1%（16 団体）、「事業委託が受けやすくなると思うから」32.4％（11 団体）、「会員やボラン

ティアを増やしやすくなると思うから」29.4％（10 団体）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）ＮＰＯ法人格の取得意向がない理由（SA） 

任意団体のうち、ＮＰＯ法人格を取得する意向がないとした 516 の団体にその理由を尋ねたところ、

「法人格がなくても、活動に差し支えがないから」が 80.6％と８割を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

61.8 

55.9 

47.1 

32.4 

29.4 

11.8 

5.9 

5.9 

2.9 

0 10 20 30 40 50 60 70

組織や活動について信用を得やすくなると思うから

活動の充実や強化を図ることができると思うから

補助金や助成金が受けやすくなると思うから

事業委託が受けやすくなると思うから

会員やボランティアを増やしやすくなると思うから

寄附が集まりやすくなると思うから

銀行等の口座開設や不動産登記が可能になるから

その他

無回答

(%)

n=34

80.6 

6.8 

4.3 

0.4 

0.2 

4.8 

2.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

法人格がなくても、活動に差し支えがないから

NPO法に定められた事務や登記事務などの

負担が生じるから

NPO法人になると、どのような効果や

義務があるのかを知らないか

申請手続きを知らないから

別の法人格を取得したいから

その他

無回答

(%)

n=516
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６ 行政に望む支援策等について 

（１）行政に望む支援策（MA） 

行政に望む支援策を尋ねたところ、全体では「活動に関する資金援助」が 43.3％で最も高く、次いで、

「活動のための公共施設の提供」36.4％、「活動に必要な施設や機材等の提供」20.7%、「行政からの事

業受託」16.8％、「社会貢献活動団体に対する行政職員の理解促進」14.9％、「行政との意見交換」14.0％

となっている。 

団体種別でみると、ＮＰＯ法人が任意団体を大きく上回っている項目は、「活動に関する資金援助」

（58.2％、18.3 ポイント差）、「行政からの事業委託」（35.9％、23.4 ポイント差）となっている。一方、

任意団体がＮＰＯ法人を上回っている項目は、「活動のための公共施設の提供」（24.7％、14.3 ポイント

差）、「活動に必要な施設や機材等の提供」（22.7％、10.9 ポイント差）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43.3 

36.4 

20.7 

16.8 

14.9 

14.0 

13.7 

12.7 

12.5 

12.0 

10.5 

9.8 

6.8 

3.5 

3.0 

2.8 

6.3 

2.2 

3.3 

58.2 

24.7 

11.8 

35.9 

14.7 

16.5 

17.6 

14.1 

18.8 

10.0 

8.8 

8.2 

4.1 

2.4 

0.6 

8.2 

3.5

1.8

1.2

39.9 

39.0 

22.7 

12.5 

14.9 

13.5 

12.8 

12.4 

11.1 

12.4 

10.8 

10.2 

7.4 

3.7 

3.6 

1.6 

6.9

2.2

3.8

0 10 20 30 40 50 60 70

活動に関する資金援助

（助成、補助、融資）

活動のための公共施設の提供

活動に必要な施設や機材等の提供

行政からの事業委託

社会貢献活動団体に対する

行政職員の理解促進

行政との意見交換

団体の広告・宣伝活動の手助け

研修機会の提供

行政情報の提供

社会貢献活動団体に関する

県民の理解促進

行政が行う事業への参画

他の団体との交流の場の設定

社会貢献活動団体が行う事業への

参画

行政内への市民活動担当窓口の

設置・充実

社会貢献活動を行う団体や企業の

表彰制度

寄附に関する県民の理解促進

特に望む支援策はない

その他

無回答

(%)

全体 （n=927）

NPO法人 （n=170）

任意団体（n=757）
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